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1 開催概要 

1.1 趣旨 

2022 年度第 2 回 J-STAGE セミナーは、STM 国際出版社協会（STM International 

Association of Scientific, Technical and Medical Publishers: STM）日本支部との合同で開催

した。本セミナーでは、テーマを「The transformation in scholarly publishing: Research data 

and its role for Open Research／学術出版の変革：研究データおよびオープンリサーチにお

けるその役割」と定め、Data Availability Statement（DAS）の策定といった研究データの共

有・利活用の国内外の取り組みについて情報を提供した。セミナー後半では、本セミナーで

発表を行った講演者が参加し、データマネジメントをテーマとしたパネルディスカッショ

ンが行われた。 

 

1.2 開催日時、場所 

日時：2022 年 11 月 8 日（火）15:00～18:00（開場 14:30） 

開催形態：Zoom によるオンラインセミナー 

 

1.3 出席者の数および所属 

当日は途中出退席含め 147 人が出席した。アンケートに回答した出席者のうち、所属が

把握できたのは 38 人であり、研究機関、学協会（事務局）、企業が各 5 人ずつ、次いで学協

会（役員）が 4 人であった。他の主な所属は、学協会（編集委員）、印刷会社・出版社、大

学教員・職員、公的機関・団体、図書館、その他であった（複数回答あり）。 
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1.4 プログラム（時刻は計画時のもの） 

15:00～15:15 開会挨拶 Caroline Sutton 氏（STM）、金子 博之（JST） 

15:15～15:40 【オープンサイエンスに向けた研究データの管理と公開：地球環境デー

タベース】 

 白井 知子氏（国立環境研究所） 

15:40～16:05 【FAIR and TRUST – the perfect mix】 

 Ingrid Dillo 氏（Data Archiving and Networked Services） 

16:05～16:35 【Open Research Solutions: What can we learn from and what is next for 

PLOS’ data availability policy?】 

 Iain Hrynaszkiewicz 氏（PLOS） 

16:35～16:50 (休憩) 

16:50～17:30 パネルディスカッション 

 モデレーター： 

 Caroline Sutton 氏（STM）、中島 律子（JST） 

 パネリスト： 

 白井 知子氏、Ingrid Dillo 氏、Iain Hrynaszkiewicz 氏 

17:30～17:35 閉会挨拶 加藤 斉史（JST） 

 

※日英同時通訳を実施 
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2 講演概要 

2.1  

 

【オープンサイエンスに向けた研究データの管理と公開：地球環境データベース】 

 白井 知子氏 

（国立環境研究所） 

 

本日は、国立環境研究所の白井より、『オープンサイエンスに向けた研究データの管理

と公開:地球環境データベース』と題し、研究現場から見たオープンデータについて紹介し

たい。スライドに表示している目次に沿って話していく。 

 

最初に、皆さんにとってのデータ公開の目的や動機は何かといったところから始めよ

う。オープンデータの目的にはさまざまなレベルのものがある。例えば国際的には

UNESCO や OECD 等でもオープンサイエンスが推奨され、サミット、G7 でも議論され

ている。また、環境データについては代表的なものにオーフス条約があり、ヨーロッパを

中心に市民のアクセス権の保証が求められている。原則としてのオープンデータの価値に

ついてはいろいろな場で語られており、今回紹介しているドキュメント等にも詳しく書い

てある。私の後に控えるお二人の講演でも話題が出てくる予定であるため、ここは先に進

みたい。 

 

研究現場でどのようなことがデータ公開の動機になっているか考えてみよう。原則論は

さまざまだが、実際の研究現場において個々の研究者が持つデータ公開の目的や動機は、

その研究分野や持っているデータの性質によって異なる。スライドに示している二つの図

は、科学技術・学術政策研究所、NISTEP の林氏と池内氏の論文から引用したものであ

る。左側の図で見ると、例えば医薬や製薬等、材料科学のように知財関係の関連が強い分

野ではデータのオープン化が相対的に進みにくい傾向にあるのに対し、私が専門とする地

球科学、あるいは天文学等の分野は広くデータを使い合うことがお互いの研究の進展に重

要な役目を果たすため、比較的オープン化が進みやすい分野と言える。右側の図で論文と

データの公開率を見ても、地球科学は極めてデータ公開が進みやすい分野であることが分

かってもらえるのではないだろうか。 

 

私自身は大気化学を専門とし、大学時代は大気中微量成分の分析法開発に取り組んだ。

大学院進学以降は、航空機や大気球、人工衛星センサー等を使い、国内外で多様なデータ

を採取して解析してきた。徐々にデータを取ってくるというよりは、解析やモデル計算を
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行う方向にシフトしてきたが、さまざまな手法で研究してきた経験があることが現在の

データ統合発信の仕事につながっている。 

 

地球科学分野の研究対象は地球そのものである。一つの地球を対象にして皆が世界中で

観測し、シミュレーションを重ねている。一つ一つの観測値は基本的に皆の研究の役に立

つと考えていいだろう。ただ、相当な労力を費やして飛行機や大気球を飛ばして取った

データや、衛星等から取得したデータが高い頻度で活用されているかというと、今までは

そうとは言えない状況があった。その理由について、自分が観測を行っていた際はそれほ

ど分からなかったが、モデルを回すようになるとよく理解できるようになってきた。モデ

ルに入れやすいデータと入れにくいデータがあるわけだ。 

 

具体的に言うと、時空間的な欠損がなく、グリッド化されていると非常に使いやすい

データになる。観測値をモデルに入れやすいように事前処理する作業（プリプロセッシン

グ）があるが、その作業を誰が行うかという問題がある。観測者側は、そもそも観測自体

で忙しく、自分の論文はもちろん次の観測のためにプロポーザルも書かなければならな

い。知らない誰かのためにデータを整備して発信するかというと後回しになってしまうこ

とが多い。モデラー側は、使いやすいデータを利用したいといった思いがあるため、特段

の理由がない限りは使いにくいデータをあえて処理することは避け、整備されたデータ

セットに利用が集中する傾向がある。 

 

観測者側とモデラー側の両方を少しずつ支援することにより、今以上にデータを活用し

ていけないかといった思いが、オープンデータに対する私の個人的な動機となっている。

皆さんも、自分の分野で個人的な動機があればぜひシェアしてもらえると、原則論ではな

いところでオープンデータがどのように進みやすくなるかといったヒントがつかめるので

はないかと考えている。 

 

研究現場におけるオープンデータに向けた課題としてどのようなものがあるか考えてみ

よう。そこには幾つかの段階がある。まず、動機不足が挙げられる。なぜデータを公開す

る必要があるのかといった根本的な話だ。公開して自分に何か良いことがあるのか、イン

センティブがあるのかといったところが一つだろう。成果を出版してからデータを公開し

たいという思いも切実にある。シュミット氏や池内氏が過去に実施した研究者を対象とし

たアンケートでは、データ公開を躊躇する理由として、自分の出版前に他の研究者からそ

のデータを利用されて先に論文を出されてしまうのは避けたいといった回答が大きいとこ

ろであった。 

 

その他の理由に、知識不足がある。データ公開と言われても、具体的に何をすればいい
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のか分からない、例えばメタデータとは何か分からない人も数多くいる。著作権の問題

や、DOI とは何の役に立つのか、研究データマネジメントにおいて何を行えばいいかと

いった辺りの理解も不足している。知識不足を原因として、なぜあえてデータを公開しな

ければならないのかといった考えにつながっているわけだ。 

 

データを公開してみてもいいだろうと思う段階に至ったとしても、リソースが足りない

問題がある。ストレージやサーバ等のハードウエアから、IT 系人材、また、人材がいたと

しても時間が足りないケースもある。余裕がないために、セキュリティーが担保できな

い、バックアップ体制が取れないといったようにさまざまな課題がある。このように、時

間がない、お金がないといった背景がデータ公開を躊躇させる事態につながっているのだ

ろう。 

 

動機不足、知識不足、リソース不足を全てクリアして初めて利活用促進に関心が及ぶこ

とになる。利活用促進については、データの見つけやすさ、アクセスの容易さ、データの

品質情報、メタデータの明示、利用条件の簡素化・無償提供等、データ公開における

FAIR 原則への配慮が必要であるが、そこまで意識する余裕がない現場が多いのも現状だ

ろう。 

 

このような状況をいかに解決していけばよいだろうか。それはまず根源であるインセン

ティブというところに鍵があるだろう。データ提供者のインセンティブ向上の実現には、

データ公開自体を評価していく仕組みを作ることが重要である。 

 

スライドに示す図は、村山氏の論文からの引用である。論文数は研究者の評価に直結す

るが、それのみではなく、データの公開自体を評価する仕組み、データ出版を含む仕組み

に変えていき、新しいエコシステムを実現する方向に動いているのが現況であろう。その

支援の方法について、私が所属する国立環境研究所の例を用いて紹介したい。国立環境研

究所には、研究実施部門と企画・支援部門があり、私が活動しているのは研究実施部門の

地球システム領域の下にある地球環境研究センター、通称、CGER である。CGER が設立

されたのは 1990 年であり、30 年の歴史を持つ。情報処理学会論文誌で、その 30 年の間

にデータ提供についてどのように取り組んできたのかを報告しているため、興味のある方

は一読してもらえればありがたい。 

 

地球環境システムデータベース、GED について紹介する。GED の原型はかなり以前よ

り存在していたが、現在に近い形で公開されたのは 2014 年である。特色としては、2016

年からデータに DOI を付与して公開している点やデータの共通フォーマット化、クイッ

クプロットでダウンロードせずに中身を確認できる点、速報値の提供、絞り込み検索・
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マップ検索など複数のデータ検索手法を持つ点、解析支援ツールの提供などが挙げられ

る。本年の 7 月にサイトをリニューアルしており、その際のポイントとして、『データを

より見つけやすく、使いやすく』といった FAIR 原則の方向性が一つ、また、『データ公開

をスムーズに』を念頭に、GERDaMS と呼ばれる研究データ管理システムとの連携を目指

した。 

 

次のスライドは GERDaMS と GED の連携図である。GERDaMS では、データ提供者が

チームとして研究データを共同管理することが可能だ。メタデータの作成、ライセンス付

与、バージョン管理、DOI 付与等を機能として持っている。GERDaMS に登録したデー

タは、GED と共通の管理データベースを持っているため、極めてスムーズに公開するこ

とが可能になっている。研究者が論文を投稿する際には利用データを公開するように求め

られることが増えている。DOI を付与した上での公開はもたつく場合もあるが、予め

GERDaMS に登録してあれば迅速に公開可能であるため、論文に集中できるといったメ

リットもある。所内では、GERDaMS の活用により観測値を集約し、モデラーが使いやす

くする試みも動き始めている。私の個人的な動機が少しずつ形になってきている実感があ

る。 

 

研究データへの DOI 付与についても興味を持っている方が多いと考え、今回、スライ

ドを用意した。国立環境研究所では、2016 年から DOI を付与している。始まりは研究者

からのボトムアップであり、データへ DOI を付与したいといった要望を受けて調べ始め

たところ、当時、タイミングよく走っていた Japan Link Center、通称 JaLC のプロジェク

トに助けてもらい、その翌年から実現した経緯がある。最近では、DOI を付与した上での

データ公開は自然の流れになりつつある。スライドには『GED からの DOI 付与データの

公開・更新件数』を提示しているが、徐々にその件数が増加していっている様子がよく分

かるだろう。同じ DOI を利用してデータ更新を毎年しているデータセットもあるし、

DOI 付与の粒度によって数は変わってくるため、数が多ければ良いというものでもない。

粒度はデータセットの性質や更新頻度から判断して決めており、一件一件の重みはそれぞ

れ異なる。 

 

DOI の付与は、論文出版の際にも便利であり、当然ながらデータ利活用も促進され、利

活用状況の把握もしやすいメリットがある。実際にデータ公開の要望も増加してきてい

る。利活用状況の把握にあたっては、スライドに示す Google Scholar Alert をはじめとし

たサービスを利用しており、分かることは分かるようになってきたとは言えるが、まだ完

全ではない。網羅的かつ効率的な方法を模索中の段階である。それ以前に、データ利用者

がデータを引用してくれる文化が定着することこそが大切だと実感している。 
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今後の課題のまとめに移ろう。スライドには一般的な課題をまとめてある。リポジト

リ・機関レベルで、先ほど示したような研究現場の課題を解決するために、箇条書きした

ような内容への対応が必要だろうと考えている。この中で、データ公開の簡易化・迅速化

については GERDaMS、データ利用の促進は GED で支援をしている。運用体制や研究者

の理解・意識向上、データの品質管理をはじめ、まだまだ課題は残っている。本日はデー

タ公開ポリシーについても紹介しようと考えていたが、内容に含められず申し訳ない。国

立環境研究所のデータポリシーは 2017 年に公開しているが、最近の内容や内閣府のガイ

ドラインも参考にしながら変えていく必要がある部分も確認している。 

 

先ほどの課題で最も重要な位置付けにあった研究者のインセンティブ向上については、

機関や現場でいくら努力しても限界はあり、関係省庁やファンディングエージェンシーの

姿勢や方針などが大きく関係してくる。データ出版に関する評価も含めて、世界コミュニ

ティーレベルの方向性が重要だ。リソースに関しては、産官学連携での共通基盤の話が少

しずつ出てきているが、そのような部分で進んでいけば、小さい所が一個一個自分たちで

リソースを用意しなくてもよくなるだろう。集約していくことによって情報流通が促進さ

れる効果もあるのではないかと考えている。 

 

データ流通という意味では、分野間でデータを使い合うことによって研究が進みやすく

なり、実質的なオープンサイエンスの効果に繋がりやすくなる。分野としてデータの相互

運用性を向上させることは異分野連携の手前で行っておくべき最初の一歩と考えており、

極めて大切なポイントと言える。 

 

最後のスライドには、私がお世話になってきたネットワークを挙げている。オープンサ

イエンスは、国や立場、分野を超えた連携が鍵だと考えている。特に、研究データ利活用

協議会、RDUF では、私も設立当時から、現場で気になっていることなどを共有・議論さ

せてもらっている。11 月 11 日の金曜日には公開シンポジウムが予定されているため、興

味のある方はぜひ参加してみてほしい。 

  



2022 年度第 2 回 J-STAGE セミナー報告書 

 

9 

 

 

 

図 1 オープンデータの目的 

 

 

 

図 2 分野やデータの性質によりデータ公開の動機は異なる 
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図 3 GED：地球環境データベース 

 

 

 

図 4 NIES/CGER の研究データ基盤 
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2.2  

 

【FAIR and TRUST – the perfect mix】 

 Ingrid Dillo 氏 

（Data Archiving and Networked Services） 

 

本日の講演では、まず FAIR 原則についての私の考察を延べ、次に、つい最近、策定され

た TRUST 原則と機関リポジトリの認証についてお話ししたい。この 2 つが相互に補完し

ていることはご存知かと思う。データ共有とデータ再利用を実現させるためには、どちらも

不可欠である。 

 

本題に入る前に、私の所属する組織について簡単にお話しよう。DANS は、オランダの

データサービスプロバイダーであり、研究データの領域におけるプレーヤーの 1 つだ。長

期的に利用可能なリポジトリサービスを提供しており、研究データのマネジメント、長期保

存、データキュレーションを実施している国の機関でもある。 

 

それでは、FAIR 原則についてお話したい。2014 年のことだが、私は偶然、DANS がラ

イデンで誕生した場に居合わせた。その時は、ライフサイエンスのワークショップが開催さ

れており、参加していたあるグループが、データ共有のための最小限のガイダンス、あるい

は原則について言及していた。2 年後の 2016 年、このガイダンスの内容が固まった。スラ

イドにも示すとおり、『Nature scientific data』で発表された論文においても詳述されている。

さらに年月が経ち、この 4 つの原則はより洗練されたものとなった。さまざまなメトリッ

ク（基準）とともに説明されたので、普及が進んだようである。たとえば、Findable（見つ

けやすさ）の原則については、データセットに PID が付随していれば、そのデータセット

は見つけやすいデータである、としている。見つけやすいデータは、リッチなメタデータを

有し、データリポジトリにインデックスされている必要がある。年月の経過とともに FAIR

原則はさらに洗練されていったが、一方で、FAIR 原則による混乱がさまざまな場面で生じ

た。現在も、混乱はおさまっていないと思う。まず、何が FAIR で、何が FAIR でないか、

ということについて述べたい。白か黒かといった二元論ではない、ということをぜひ認識し

ていただきたい。データセットは可能な限り FAIR でなければならないが FAIR は連続体で

ある。また、研究成果が FAIR であることと、研究成果の公開は、別物だということも理解

してほしい。誰に対しても 100%公開可能な研究データであっても、明確な記述が付随して

いない、メタデータが無いといった場合は、FAIR であるとは言えない。反対に、完璧な FAIR

データであっても、機微な情報が含まれているため公開できないこともある。FAIR という

言葉は、当時のバズワードだったと思う。品質の高い研究データマネジメントにかかわるこ
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と全般を FAIR という言葉で表していた。2014 年以前は、FAIR という言葉は、研究データ

マネジメントと管理責任に関する議論へ影響を与えていた。 

 

次に、FAIR 原則の発表後、6 年が経過した今、FAIR 原則によってどんな効果があったの

かを見ていきたい。ここに示しているのは、欧州共同体（EC）によって実施された最近の

調査に基づくグラフである。この調査は欧州全域の 15,000 名に上る研究者を対象に、分野

横断的に行われた。研究者に FAIR について質問したところ、1/3 以上はこの言葉を聞いた

ことがないという回答だった。また、研究データを取り扱う際の日々のプラクティスに FAIR

原則を取り入れていると回答したのは 5 人に 1 人しかいなかった。私たちはまだ道半ばで

あり、勝ち取らなければならないことがたくさんある。さらに、研究者に対して日常のデー

タマネジメントについても質問した。調査により、基本中の基本というべき要素、たとえば、

データセットにライセンシングする、あるいは、データセットに PID を付与する等、その

ような FAIR の要素がまだ一般に実施されていないことがわかった。ご覧のように、データ

セットのライセンシングを行っている研究者はわずか 17%、PID を付与している研究者は

19%しかいなかった。一方では、研究者は FAIR という言葉を知っている必要はなく、日々

のプラクティスに基づいていればよい、という意見もあるだろう。しかし、プラクティスに

関するこのような調査結果を見る限り、まだそこまで到達していない。 

 

私の前に講演された方の話にも通じることだが、もう一つ明らかになってきたことがあ

る。それは、データを FAIR にすることや、研究データ共有へのモチベーションにかかわる

ことだ。調査により、FAIR 原則と研究データ共有の明確な方針を定めることが急務である

ことがわかった。支援体制を早急に整え、研究者がこの原則を遵守できるようにしなければ

ならない。研究データマネジメントをきちんと実施しようとすると、大変な手間と長い時間

を要する。これが障壁となって（FAIR 原則の浸透が遅れて）いるのだが、その問題が認識

されていない。もう一つ、私たちの行く手を阻んでいるのは、手間暇かけたところで学術的

な評価につながらない、という現状だ。データ保護や、法的規制も、研究者にとっては悩み

の種だ。結局のところ、FAIR 原則は、政策立案者、助成機関、データサービスプロバイダー

の間で概念として知られていても、研究者の間に浸透しているとは言えない状況である。少

なくともヨーロッパにおいては、そのような結果となっている。たとえば、ある研究者が、

あるデータセットを FAIR である、と主張しただけでは、FAIR であると判定できない。私

たちはまだ、FAIR のメトリックや FAIR の評価方法の検討段階に留まっている。さまざま

なメトリックやツールが混在しており、この部分において意見を一致させなければならな

い。このデータセットは FAIR である、と口にすることは簡単だが、（FAIR 原則に則ってい

るのかどうか）判定できない。現時点で、公式な認証というものは影も形もない。さまざま

なメトリックやツールでいっぱいのフルーツバスケットのような混沌とした状態を抜けだ

し、今やっと、複数あるメトリックやツールを比較できる段階にさしかかったところである。
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FAIR のメトリックと評価は、どのツールを使うかによって実施方法も異なるので、それが

問題である。ツールごとに重み付けのスコアも違う。FAIR の各要素を別々の方法で測定す

るのはいかがなものか。複数のツールから得られた複数の結果を比較するのは容易なこと

ではない。また、FAIR 原則についても、分野ごとに意味が異なることもあり、これも問題

である。とにかく、成さねばならないことが山積みである。 

 

以上、私たちが抱えている課題、現在のステータスについて述べてきたが、ここで、ある

ツールをご紹介したい。これは、FAIRsFAIR という欧州のプロジェクトで作られたツール

で、「F-UJI」と名付けられている。F-UJI とは、研究データセットにおける FAIR 原則の達

成度を測定するツールであり、データセットレベルで、プログラムを使って評価する Web

サービスである。DANS で開発した FAIR データ達成度のモデルに基づいており、国際規格

のようなものである。先ほども申し上げたように、F-UJI は、数あるツールのうちの 1 つで

あり、操作者向けの手動のインスタンスと、リポジトリ側のワークフローに組み込み可能な

自動のインスタンスを実装している。ここでは、日本人の研究者が DANS のリポジトリに

提出したデータセットを例にとって説明したい。このデータセットは森林に関するもので、

これが DANS のリポジトリにあるデータセットである。ご覧のように、永続的識別子の DOI

（Digital Object Identifier）が付与されている。この識別子を F-UJI に取り込むと F-UJI は

テストを実行し、このように、このデータセットの FAIR 達成度は 41％である、というよ

うな結果が出力される。FAIR 原則の各要素の、FDA、INR 等についても、FAIR 達成度は

このように画面に表示される。このデータセットの場合、Findability（見つけやすさ）の FAIR

達成度は中程度で、残りの要素についてはすべて、初歩的な段階にある、という結果になっ

ている。F-UJI を使うことでどの要素が不足しているかも判定できる。例えば、相互運用性

の観点とメトリックに照らして、メタデータはセマンティックなリソースを使用するほう

が良い、等の詳細な情報が得られる。この（森林に関する）データセットはいくつか不足し

ている要素があるが、F-UJI を使うとその点が指摘されるので、FAIR 達成度の向上に役立

つ。この他に、FAIRsFAIR プロジェクトで開発した「FAIR-Aware」というツールもある。

これは、研究の開始時に使う研究者の意識向上のためのもので、データ収集を開始する際、

どの要素を考慮すべきかがわかる。FAIR 原則の頭文字ごとに、一連の質問が表示される。

たとえば、研究者がメタデータとセマンティックに関する質問に対して「No」と回答する

と、その言葉についての解説、重要性、研究者による対応について表示される。統制語彙に

ついて説明があり、追加情報も得られる。Awareness が上がると、研究者は研究データマネ

ジメントの準備に着手することができる。 

 

ここまで、FAIR の概要を説明してきたが、FAIR 原則に準拠さえしていれば、研究デー

タの再利用が可能となり、FAIR な状態を維持できるのか、という問題がある。FAIR 原則

だけで十分なのだろうか。そうとは言えないだろう。FAIR 原則は、データとメタデータに
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焦点を当て、データのみに着目している。いわば、コンテクストから切り離して、デジタル

オブジェクトを抜き取ったスナップショットのようなものだ。私の同僚の言葉を借りれば、

「魔法によって、研究データを FAIR にしたり、FAIR の状態を維持させたりできない」の

である。スキルの高い人材、透明性を保った工程、インターオペラブルなテクノロジー、そ

してコラボレーションがあってこそ、FAIR が可能となる。どれか 1 つが欠けても、FAIR

データを置く研究データのインフラストラクチャは成立しないし、運用も維持もできない。

完全な環境が必要なのである。FAIR のメトリックは、データの管理、活用、保存が行われ

るデータインフラストラクチャと依存関係にある。例えば、識別子の永続性と解決可能性は、

データセットの中で処理されない。そのためにはインフラストラクチャが必要となる。検索

可能なリソースへのインデクシングのためのインフラストラクチャや、標準規格の規定と

支援のためのインフラストラクチャの他に、データのリテンション DAS への準拠をチェッ

クする人、データキュレーションに対応する人も必要である。このような依存関係があるこ

とから、研究データだけではなく、データリポジトリ、標準規格、データサービスが必要な

FAIR データエコシステムのコンセプトの開発が進んだ。つまり、広義の意味におけるイン

フラストラクチャが必要だ。研究データマネジメントをきちんと実施するためには、研究者

だけでは不十分である。もちろん、データ再利用のため、研究者にデータを共有してもらい

たいのであれば、そのインフラストラクチャでは FAIR な研究データが維持されている必要

があり、研究者にとっても信頼のおけるものでなければならない。ここで、以前からよく言

われており、今もなお価値のある言葉を紹介しようと思う。「研究データ共有において最大

の課題はおそらく信頼性（trust）である。どのようにすれば、データ共有時に、データの消

失、歪曲、盗難、誤用が生じないシステム、つまり科学者が信頼できる強固なシステムやイ

ンフラストラクチャを構築できるのだろうか。」私たちがデータインフラストラクチャで達

成しようとしている目標の核心は、この言葉に表されていると思う。 

 

さて、データの FAIR 原則を補完する指針として、データリポジトリ向けの TRUST 原則

がある。これも Research Data Alliance において開発されたものだ。先に述べたように、デー

タリポジトリにフォーカスしている。TRUST 原則はドメイン非依存であり、FAIR 原則の

ように高い水準のガイドラインを提供しており、さまざまな立場の関係者の間で議論の的

となっている。また、機関リポジトリの指針ともなっている。ご覧のように TRUST の頭文

字を使って、それぞれの原則を表している。1つ目のTRUST 原則は、透明性（Transparency）

についてのガイドラインで、組織の透明性とデータの透明性に焦点を当てている。透明性は

信頼性にとって、当然のことながら、非常に重要である。このガイドラインでは、データの

真正性と完全性に対してリポジトリが責任（Responsibility）を負うことが定められ、ユー

ザーの重要性（User Focus）や、リポジトリが準拠すべき基準、学術コミュニティの期待に

ついて述べられている。組織、サービス、データのサステナビリティ（Sustainability）にフォー

カスしているものだが、もちろん、テクノロジー（Technology）も、リポジトリが考慮すべ
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き重要な要素となっている。FIAIR 原則と同じく、TRUST 原則でも基準は高く設定されて

いる。もちろん、この原則を実施する場合は、リポジトリで運用できるように工夫する必要

がある。データリポジトリの認証基準はそれぞれ異なっている状況で、かなり長い間、混在

している。ISO16363 の規格があるが、煩雑すぎるので、認証を受けた例はあまり聞かない。

もう一つの例として、学術コミュニティ主導のリポジトリ認証規格コード、CoreTrustSeal

がある。Research Data Alliance の下で開発されたもので、16 項目の要求事項に基づいてリ

ポジトリが取得できる主要な認証を提供している。ご覧いただいているように、組織のイン

フラストラクチャの周辺、デジタルオブジェクトの管理とテクノロジーの周辺に位置づけ

られる。リポジトリは 16 項目の要求事項について自己評価を実施し、3 年に 1 回、コミュ

ニティによるレビューを受けるため、透明性が非常に高い。すべてがオープンの状態で、利

用可能である。この規格は、特定の学術領域にとらわれないもので、この地図を見てもわか

るように、世界各国で、広範囲にわたって受入れられている。世界中で、現在 135 の

CoreTrustSeal 認定リポジトリが存在している。これはかなりの数であり、その数は急速に

増加している。つづいて、機関リポジトリが CoreTrustSeal に関心を持つ理由やメリットに

ついて述べよう。まず、外部に対する利点がある。認証が取得できれば、リポジトリの関係

者の自信が強化され、リポジトリのビジビリティも向上する。ただ、面白いことに、機関リ

ポジトリ側では内部的な利点の方が大きいと感じている。このようなプロセスを経てプロ

意識が飛躍的に向上するためである。認証の取得は、リポジトリによる取り組みの内容、方

法、理由を、完全に透明な形にするよい機会となっている。 

 

最後に皆様にメッセージを残し、私の発表を締めくくりたい。私たちは、研究データを共

有する必要がある。研究データの共有はオープンサイエンスの実現にとって、きわめて重要

な要素である。確かに、FAIR 原則によって、品質が高く、透明な研究データ管理のプラク

ティスを定義できるが、それだけでは不十分である。研究データのインフラストラクチャに

おける信頼性を築くためには、TRUST 原則や、CoreTrustSeal のような認証も必要である。

繰り返しになるが、研究データのインフラストラクチャは必要だ。私たちの研究データを、

現在だけではなく、将来的にずっと保護したいのであれば、つまり、FAIR な研究データを

保持したければ、環境全体を含めたインフラストラクチャは不可欠である。最後に、今回紹

介した取り組みを行ってきた、ヨーロッパにおけるプロジェクトのリンクを２つ、紹介しよ

う。ここから豊富なリソースを入手できる。FAIRsFAIR（https://www.fairsfair.eu/）と、も

う 1 つは FAIR-IMPACT（https://fair-impact.eu/）という現在進行中のプロジェクトであ

る。関心のある方に向けて、参考までに共有させていただく。 

  

https://www.fairsfair.eu/
https://fair-impact.eu/
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図 5 FAIR 原則の認知度  

 

 

 

図 6 FAIR 原則の達成度を測定するツール「F-UJI」 
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図 7 TRUST 原則 

 

 

 

図 8 オープンサイエンスの実現のために：FAIR 原則と TRUST 原則 

 

 

（訳注：本稿は 2022 年 11 月 8 日の第 2 回 J-STAGE セミナーにて英語で行われた Ingrid 

Dillo 氏の講演の参考和訳である。） 
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2.3 

 

【Open Research Solutions: What can we learn from and what is next for PLOS’ data 

availability policy?】 

 Iain Hrynaszkiewicz 氏 

（Public Library of Science） 

 

最初に、PLOS をご存じない方に向けて、PLOS（Public Library of Science）について

手短にご紹介しよう。PLOS は 2001 年に発足し、2003 年に最初のジャーナルを出版、

2006 年には、学際的、集学的なメガジャーナル PLOS ONE を世界に先駆けて発行した。

PLOS ONE は、研究成果や出版が与える影響の大きさや重要性に左右されることなく研

究成果を出版する、という点で革新的だった。科学的にみて妥当な研究はすべてこの

ジャーナルに掲載される。2021 年には PLOS Global Public Health や PLOS Climate な

ど、いくつかの新しいタイトルを立ち上げ、現在では 12 誌を発行している。PLOS は、

オープンアクセス出版の推進者であると同時に、強固なデータ・アベイラビリティ・ポリ

シーを通じて研究データの利用可能性を推進していることでも知られており、これが今日

の私の講演の焦点となる。本日は、このポリシーの与えた影響についてお話したいと思

う。同時に、私たちが長年にわたってこのポリシーを管理し、運用してきたなかで、課題

となったことや、得られた知見についてもお話しよう。さらに、オープンサイエンスにお

けるイノベーション推進についても述べたい。 

 

それでは、PLOS で出版しているジャーナル全誌に適用されているデータ・アベイラビ

リティ・ポリシーについて簡単に説明しよう。PLOS のジャーナルにおいては、研究デー

タを共有することが義務づけられており、出版の条件となっている。PLOS は 2003 年に

最初のジャーナルを出版し、その後、2014 年に新しいデータ・アベイラビリティ・ポリ

シーを定めた。ポリシーの更新により、PLOS で出版するすべての研究論文は研究データ

公開と DAS（Data Availability Statement）の記載が義務づけられることとなった。最近で

は、DAS の記載は当たり前のことで、多くのジャーナルの要件となっている。PLOS は、

研究データを利用しやすくし、研究データへのアクセスを向上させるため、このデータ・

アベイラビリティ・ポリシーを導入し、現在も維持している。多くの研究成果をオープン

に利用できるようになれば科学の進歩に役立つ。そのため、データ・アベイラビリティ・

ポリシーは必須である。PLOS では、PLOS で公開した論文の結論が再生できる研究デー

タにこのポリシーを適用しており、データの公開を著者に求めている。データ共有に法的

または倫理的に正当な制約がなければ、PLOS のジャーナルへ投稿する著者は論文の成果

の証拠となる研究データを一般に公開しなければならない。しかし、法的・倫理的な理由
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があれば、PLOS 収載論文であってもデータ非公開となる場合がある。2014 年 3 月以降に

投稿された論文については、すべて、DAS の記載が義務づけられており、論文の出版前に

編集者や査読者は DAS を見ることができる。PLOS は、公開リポジトリにおけるデータ

共有を強く推奨しているが、どのようにデータを共有させるかについては、最終的に研究

者の判断に任されている。その他に、PLOS は、データと論文のリンク、参考文献リスト

におけるデータセットの引用、DMP（Data Management Plan）の使用を、適切なプラク

ティスとして強く推奨している。 

 

次に、2014 年にデータ・アベイラビリティ・ポリシーを導入したことで得られた成果に

ついて述べたい。PLOS で出版された論文を独自に分析した結果によると、2014 年に新し

いポリシーが導入された後、DAS を記載した PLOS 論文の割合が劇的に増加している。

2014 年にすべての投稿論文へデータ・アベイラビリティ・ポリシーが適用されたため、

2016 年頃には、ほぼすべての論文に DAS が記載されるようになった。分析結果を見る

と、研究データの共有方法は著者によって異なっていた。データ共有の主な方法は 3 つあ

り、1 つ目は，リポジトリにおけるデータ共有、2 つ目は、論文中または補足情報（補足

資料）におけるデータ共有、3 つ目は、データの共有に法的・倫理的な制約がある場合な

どで、個人的にデータを共有するケースだ。リポジトリでのデータ共有が望ましい方法で

あり、ベストプラクティスとされているが、そうではないのが実情だ。今のところ、

PLOS のジャーナルで出版する著者の約 2/3 は補足情報でデータを共有しており、最多と

なっている。このグラフのデータを見ると、2021 年末から現在までの間に、3 つのデータ

共有方法が存在しており、リポジトリでデータを共有する著者はだんだん増えている。

2021 年までに NR ジャーナルで出版する著者の 31%が、現在、データリポジトリを利用

している。前のスライドで引用した Colavita Essa, et al.の同じ調査においても、リポジト

リでデータを共有した論文は、他の方法でデータ共有を行った論文よりも被引用回数が

25％多くなると報告されている。リポジトリにおけるデータ共有は、一部の著者にとって

は少し手間がかかるかもしれないが、FAIR 原則と親和性の高い手段によるデータ共有

は、著者にとってたくさんのメリットがある。 

 

データ・アベイラビリティ・ポリシー導入により得られた知見について、利益と費用の

観点からまとめてみたい。PLOS では、ポリシー導入後、ほぼ完全にポリシーが遵守され

ており、データ・アベイラビリティ・ポリシーの義務化で効果や利益がもたらされたこと

は明らかだ。ご参考までにお伝えしておくが、データポリシーに関する別の研究による

と、任意のデータ共有ポリシー、つまり著者にデータ共有が義務づけられないデータ・ア

ベイラビリティ・ポリシーを導入しても、5%程度しか遵守されないことがわかっている。

ただ、ポリシーの義務化にはコストが発生する。これまでの経験からいって、PLOS で

は、論文 1 報あたり約 25 分の追加作業が発生している。私たちは、PLOS のデータ・ア
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ベイラビリティ・ポリシーの准行を目指して出版事業を運営しているので、効率性をさら

に向上させながら、データ・アベイラビリティ・ポリシーを継続させていくことは、課題

の一つである。また、研究者にデータ・アベイラビリティ・ポリシーを理解させ、遵守さ

せるには、支援が必須である。PLOS のウェブサイトにはガイドラインを掲載しており、

アクセス数は非常に多い。PLOS では、ポリシーへの準拠を著者に促すためガイドライン

の改訂を重ねており、来年もさらに更新する予定だ。また、インタビューやアンケートに

より、独自の調査も実施し、データ共有の重要性やデータアクセスの重要性も研究者に

よって異なることがわかった。研究者グループや研究コミュニティによって、ニーズは異

なるため、研究データ共有の解決方法もそれぞれ異なる、ということもわかった。この点

については、講演の後半でもう少し詳しくお話ししたい。 

 

データ共有のベストプラクティスの普及を支援するため、PLOS が今何に取り組んでい

て、将来的に何ができるのかについて話したい。先にも述べたように、PLOS の目標は、

データ共有の手段として、論文の著者によるデータリポジトリ利用を大幅に増やすことで

ある。データリポジトリによるデータ共有はベストプラクティスと考えらており、先ほど

の Ingrid の講演で非常に詳しく説明されているように、FAIR 原則と親和性が高い。

PLOS では、リポジトリの利用を増やすという目標達成に向けて実際に何をすればよいか

判断するため、700 人近くの研究者を対象に調査を行い、2021 年に発表した。アンケート

の結果、データリポジトリによるデータ共有はあまり用いられていないものの、研究者

は、データ共有の自分自身の能力に満足していることがわかった。公開データ共有につい

て私たちが実施したアンケートの回答結果から示唆されるのは、リポジトリ利用から得ら

れるメリットがあまり認識されていないことである。また、回答者の半数を上回る 52%の

研究者が、他の研究者のデータを自分の研究に定期的に再利用していることもわかった。

アンケートの回答者は、自分のデータ共有の能力には満足しているものの、他の研究者の

データに対してはアクセスしにくく不満があると回答している。この結果から一つの結論

が得られた。つまり、データリポジトリの利用を普及させるためには、研究者に余分な作

業を強いることなく、最小限の労力で、データ共有と再利用が可能となるようなソリュー

ションを提供する必要がある、ということである。 

 

PLOS は、2021 年から 2023 年にかけて、データリポジトリの利用促進と、研究データ

へのアクセス増加を目標に据え、2 つのソリューションについてテストを行った。これか

らお話するソリューションは Wellcome Trust から受けた助成金によって実現したもので

ある。まず、現在テスト中の 1 つ目のソリューション、PLOS Pathogens 誌の既存の論文

投稿機能にシームレスに統合されている Dryad というジェネラリスト・データ・リポジト

リについてお話ししよう。Dryad により、著者は、論文を投稿する過程でデータリポジト

リのオプションを選択でき、最小限の労力でベストプラクティスを実現できる。著者はリ
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ポジトリを利用するにあたって論文の投稿作業を中断する必要はなくなり、オプションを

選択するだけでよい。つまり、補足資料のアップロード作業は不要となる。重要なこと

は、Dryad のデータホスティングおよび作成サービスに対して著者が通常支払うべき料金

を PLOS が支払っていることだ。PLOS は、データ共有のベストプラクティスを阻む障壁

をできる限り取り除きたいと考えており、このような費用を負担して障壁を取り除くよう

努めている。Springer Nature など他の出版社も、一般的なリポジトリで同様の実験を行っ

ている。例えば、figshare は、さまざまな論文投稿システムと統合可能なリポジトリであ

る。これは、PLOS Pathogens へ論文を投稿するときに使われる統合リポジトリの画面で

ある。統合データリポジトリの利用促進のため、画面構成や、研究データの用語について

あらゆる角度から検討している。2 つ目は、公開された論文にリンクやバッジを目立つよ

うに表示するというソリューションである。これには、実は 2 つの目的がある。1 つ目

は、Dryad のソリューションと同様に、リポジトリでのデータ共有を研究者に促すことで

あり、２つ目は、研究成果へのアクセス数の向上とデータ再利用の促進である。PLOS の

論文にリンクされている研究データを再利用させることは、私たちの最終目標であり、2

つ目の目的を重要視している。この 2 つの目的を達成させるため、完全に自動化された実

験的なソリューションを開発した。このソリューションは、公開論文にリンクやバッジを

付与することで、DAS からリポジトリ上の共有データにリンクできる。データの発見と再

利用についての研究者のニーズを満たすもので、Center for Open Science が最初に導入し

たバッジ・リワードと同様のソリューションである。このバッジは、他のコンテクストに

おいても、データ共有を普及させるという点で効果があることが証明されている。開発に

あたって、私たちは UX デザインを検討した。コンサルタント会社の設計者による反復テ

ストを実施するとともに、リンクへのクリック操作を誘導するようなデザインを考案し

て、データへのアクセスを促した。この開発はまだ進行中であり、本日ここで共有できる

結果を持ち合わせていないが、来年には公開したいと思う。最終的なデザインはこのよう

なもので、この「データを見る」ボタンは、約 3,000 本の論文上でアクティブになってい

る。「データを見る」ボタンのクリック数は、現在、7,000 回以上をカウントしている。

バッジ付きの論文と、figshare のリポジトリで当該の論文にリンクされているデータセッ

ト閲覧数増加の間に相関性のあることが示唆されるが、仮の結論なので、今後バリデー

ションが必要である。 

 

このような実験以外にも、PLOS は、同業の出版社を含む数多くの組織と連携してデー

タ共有におけるベストプラクティスの普及に取り組んでおり、データ共有を効果的に促進

するデータ・アベイラビリティ・ポリシーの推進や支援を行っている。ここ数年の間に、

データ・アベイラビリティ・ポリシーを実施する中で私たちが得た知見や、失敗例、成功

例について共有したいと思う。実例をいくつか紹介しよう。PLOS が関わっている活動の

一つに、研究データ同盟（RDA）がある。RDA のデータポリシー標準化推進グループに
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おいて、私は共同議長を勤めている。このグループの成果の一つは、ジャーナルのデータ

ポリシーの設計と実施に関する詳細なガイダンスを作成したことである。このガイドライ

ンは公開されており、STM 協会等のジャーナルや出版社でもよく使われている。RDA の

データポリシー標準化推進グループは、データポリシーがより多くのジャーナルや出版社

で採用されるように、STM 研究データ委員会（2019 年発足）を支援している。PLOS を

含む複数の出版社は FAIR Sharing.org というグループにも所属しており、データ共有のた

めのポリシーや標準規格について一般的なアプローチを推進している。さらに、PLOS の

パブリケーション・コーパスは、データ共有のポリシーとプラクティスに関するメタリ

サーチに定期的に利用されている。先ほど私が言及した論文、Colavita Essa, et al.は、

PLOS 論文におけるデータ共有ポリシーについて研究を行った一つの例である。 

 

講演の最後に、PLOS のデータ・アベイラビリティ・ポリシーの次の展開について概要

を話したい。私たちは、データ共有のベストプラクティス、つまりデータリポジトリのさ

らなる利用拡大を第一に考えており、同様に、研究データの再利用やデータ共有により得

られるメリットもさらに拡充させていく所存である。この目的を達成させるために実験を

行い、新しい機能の実装を試みている。また、出版社や助成機関など他のステークホル

ダーと連携して、強力なデータ共有ポリシーを管理してきた PLOS の経験を共有し、デー

タ共有をますます促進させていきたいと考えている。また、分野の異なる研究コミュニ

ティやジャーナルに対しては、より具体的な方法で、どのように支援できるのかについ

て、独自の研究を行っている。この研究の成果をプレプリント、データセット、査読付き

論文として共有している。PLOS は、近々に、ベストプラクティスとデータ共有にかかる

私たち取り組みの進捗について、データを共有する予定である。 

 

最後のスライドになるが、その他のオープンサイエンス化に対する支援についても共有

しよう。これは、PLOS が数週間前に公表したばかりの、オープンサイエンス・インジ

ケータという新しいプロジェクトである。このインジケータは、PLOS が出版する論文に

ついて、4 つの観点から、オープンサイエンス化の状況を測定するものだ。あるリポジト

リで、何報の論文が研究データ共有を実施しているのか。それを知ることは重要だ。この

プロジェクトは Data Sea という団体と共同で進めている。AI を使った手法で、2019 年以

降に発行された PLOS の全論文におけるオープンサイエンス化の状況を測定しており、論

文数としては約 70,000 本に上る。オープンサイエンス化の測定と同様、リポジトリで研究

データが共有されている PLOS 論文の割合を知ることも、本日議論してきたように、非常

に重要である。私たちは、PLOS 論文のコード共有率、PLOS 論文のプレプリント投稿

率、2023 年には PLOS 論文で共有されたプロトコル共有率についても、毎年算出してい

る。このような取り組みを行っているのは、いくつかの理由がある。私たちは、エビデン

スに基づいたアプローチにより研究成果のオープンサイエンス化を阻む障壁を取り除こう
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としている。そう望むのであれば、オープンサイエンス化の進捗度と理解度を的確に測定

する必要がある。オープンサイエンス・インジケータについての情報により、研究者への

理解が深まり、より良いサービスを提供できる。オープンサイエンス・インジケータは、

研究者をより手厚く支援する方法や、オープンサイエンス化を促進する効果的なソリュー

ションを選択する際に役立つだろう。来月以降、PLOS はオープンサイエンス・インジ

ケータの基礎となるデータをすべて公開する予定であり、このデータを研究者のコミュニ

ティ、助成機関、出版社、公共機関に提供する。オープンサイエンスに関する信頼性の高

い情報を提供することにより、さまざまなステークホルダーが行動を起こす契機となり、

オープンサイエンスのプラクティスが標準となることを願っている。 

 

 

図 9 データ・アベイラビリティ・ポリシー導入後の成果：DAS 提出の増加 

  



2022 年度第 2 回 J-STAGE セミナー報告書 

 

24 

 

 

 

図 10 データ・アベイラビリティ・ポリシー導入後の成果：データリポジトリ利用の増加 

 

 

図 11 PLOS Pathogens の投稿審査システムへ「Dryad」統合 
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図 12 「データを見る」ボタン 

 

（訳注：本稿は 2022 年 11 月 8 日の第 2 回 J-STAGE セミナーにて英語で行われた Iain 

Hrynaszkiewicz 氏の講演の参考和訳である。） 
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3 セミナー後の反響 

3.1 アンケート 

セミナー開催後、配信画面上でのアナウンスおよび参加申込者宛のメール送信によって

アンケートへの回答を依頼した。開催終了後 1 週間後の回答数は 38 件であった。 

◆講演内容について 

「大変参考になった」37.7%、「参考になった」49.1%、「あまり参考にならなかった」0.9%、

「ほとんど参考にならなかった」0.9%、「その他（見ていない等）」11.4%となった。 

◆その他コメント 

他に、自由記述で「研究データの公開・DOI 付与についての先行取組み事例として、具

体的なお話をお聞かせいただけて大変参考になりました」「改めて研究データのオープン化

についてまとまったお話を聞くことができました」「出版側の様子がよく分かった」「セミ

ナーはオンラインの方が参加しやすい」等の感想が寄せられた。 

 

4 公開資料 

本セミナーの当日配布資料を、下記 URL に掲載している（講演者および所属機関の意向

により、一部の講演資料を非公開としている）。 

https://www.jstage.jst.go.jp/static/pages/News/TAB4/PastIssues/-char/ja#2212/12 

 

また、当日の講演の動画を J-STAGE YouTube チャンネルでアーカイブ公開している（講

演者および所属機関の意向により、一部の講演については動画を非公開としている）。 

https://www.youtube.com/playlist?list=PLSXgr8_ZxZT23jYY2la4ltoRXi_SVUnqP 

 

 

https://www.jstage.jst.go.jp/static/pages/News/TAB4/PastIssues/-char/ja#2212/12
https://www.youtube.com/playlist?list=PLSXgr8_ZxZT23jYY2la4ltoRXi_SVUnqP
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